予算要求資料
平成29年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：森林整備費　　　
	事業名　林業就業促進総合対策事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　林政部 森林整備課 森林組合・担い手係 電話番号：058-272-1111（内3197）

　　　　　　　E-mail：c11515@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　２２，６６０　千円（前年度予算額：22,365 千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	22,365
	0
	0
	0
	0
	0
	22,365
	0
	0

	要求額
	22,660
	0
	0
	0
	0
	0
	22,660
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　県内の新規就業者数は、H21～H27で524人。しかし、新規学卒者は79人（15％）と少ない。

　　　また、林業現場では高性能林業機械の導入が急速に進んでおり、安全教育の必要性が高まっている。

（２）事業内容

　　　将来の森林づくりを担う「若い」人材の確保と、高性能林業機械の操作方法等を習得した森林技術者の育成を図る。
　　①林業就業者養成促進事業費

県内５つの農林高校の高校生を対象に、地域の林業事業体などと連携し、林業体験活動を実施する。
現地機関の林業普及指導員が現場において木材生産現場の課題を抽出し、解決に向けた研修カリキュラムを作成し、効率的な木材生産技術の定着を図る。
②山しごとインターンシップ事業費

県内の学生や林業への新規就業希望者等を対象として、林業事業体での職場体験（インターンシップ）を開催することにより、「林業」という仕事への理解を深めてもらい、未来の林業の担い手育成につなげる。
　　③きこり養成塾支援事業費補助金

新規就業者を早期に養成するため、林業事業体が取り組む木材の伐採・搬出技術などに関する実践的な研修の開催を支援する。

また、過去に研修を修了した者を対象に伐木作業等に関するフォローアップ研修を行い、林業労働災害の防止を目指す。
（３）県負担・補助率の考え方

①及び②：県10/10、
③県1/2、施業協会1/2（岐阜県森林づくり基本計画で県の責務となっている森林技術者を確保・育成する取り組みのため県が1/2補助する。）
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	①林業就業者養

成促進事業
	②山しごとインターンシップ事業
	③きこり養成塾

支援事業
	計

	報償費
	743
	
	
	743

	旅費
	352
	
	
	352

	需用費
	104
	
	
	104

	役務費
	1
	
	
	1

	委託料
	100
	2,000
	
	2,100

	補助金
	
	
	18,723
	18,723

	使用料
	637
	
	
	637

	計
	1,937
	2,000
	18,723
	22,660


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　岐阜県森林づくり基本計画では、森林技術者の確保・育成は県の責務としている。
（２）後年度の財政負担
　　　引き続き県が実施する。
（３）事業主体及びその妥当性
　　　①：県、②：県（外部へ委託）、③：(一社)岐阜県森林施業協会
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果

	（事業目標）

・県内の森林技術者数を平成33年度に1,255人まで増やします。

・木材生産の低コスト化を推進するため、安全で効率的な作業システムを修得するための現地研修を実施します。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	森林技術者数

（人）
	1,346
（H16）
	1,137

（H18）
	1,109
（H24）
	947（H27）
	1,255
（H33）
	75％



（前年度の取組）

	①林業就業者養成促進事業費

　・農林高校生林業就業促進費

     開催学校：林業に関する専門教育を行っている県内の５校

　②山しごとインターンシップ事業費

　　開催回数：５回、参加人数：１５人

　　開催内容：高性能林業機械の操作体験、間伐作業体験　等
③きこり養成塾支援事業費補助金

　　開催場所：県内各地

　　開催内容：基本技術習得研修、木材生産技術習得研修、

フォローアップ研修


（前年度の成果）

	・県内の森林技術者数は、これまで微減していたが、前年度は定年・転職等の退職により大幅に減少となった。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	・林業の担い手を安定して確保するためには、就業前の青少年等に林業への興味を喚起させることや、新規就業者を即戦力となる人材に早期育成することが重要であり、事業の必要性は高い。



	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	・県内の森林技術者数の減少に歯止めがかかりつつある。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	・農林高校及び事業実施主体の岐阜県森林施業協会と連携し、効率的に実施している。


（今後の課題）

	・森林技術者数は、雇用する林業事業体の経営状況に影響を受けるため、事業量の安定的な確保を図ることが必要である。

・研修現場だけで通用する技術ではなく、あらゆる現場において安全で効率的な素材生産を行える技術の修得が必要である。


（次年度の方向性）
	・将来の林業を担う森林技術者を安定的に確保していくためには、青少年等に対して、林業という職業への関心を高めていくことが必要である。
・「岐阜県森林づくり基本計画」の目標である平成28年の木材生産量50万㎥を達成するためには安全で効率的な素材生産を行うことが必要であり、継続して森林技術者の技術力向上を支援する。


